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Ⅰ．平成２１年度航空局関係予算の配分方針 

 

 １．平成２１年度航空局関係予算 

   空港等の整備及び運営にあたっては、経済社会活動のグローバル化に伴い内外の利

用者が便利になったと実感できる世界に遅れをとらない「空の自由化」の推進、また、

少子高齢化や産業構造の変革等に対する地域活力の向上、さらには、相次ぐ自然災害

等を背景に安全・安心な社会の構築が求められていることから、国際競争力の強化、

地域活力の向上、安全・安心の確保を基本的な方向性として事業を展開する。 

   

ことを基本方針とする。 

 

 

 ２．平成２１年度航空局関係予算の配分 

  ① 大都市圏拠点空港の整備 

   国際競争力の強化を図るため、羽田空港の再拡張事業や成田国際空港の平行滑走路

の北伸事業、  関西国際空港や中部国際空港のフル活用に向けた取り組み等を推進す

る。  

 

  ② 一般空港等の整備 

   航空ネットワークの充実や地域の振興を図るため、継続中の５空港の滑走路延長等

事業を着実に実施し、既存空港における機能保持のための更新・改良等を確実に行う。 

 

  ③ 空港等機能高質化事業 

   我が国全体の国際競争力や空港後背地域の地域競争力の強化、空港利用者の利便増

進を図るため、既存ストックを活用し、空港の就航率向上や空域・航空路の抜本的な

再編等による空港等の機能高質化を推進する。 

 

  ④ 航空における安全・安心の確保 

   空港等の耐震性強化、ヒューマン・エラー等の事故・トラブルを未然に防止するた

め、滑走路誤進入対策や航空管制業務の危機管理能力の強化等を実施する。 

 

  ⑤ 空港周辺整備の促進 

   空港と周辺地域との調和ある発展を図るため、学校・住宅等の防音工事、移転補償

等を推進し、地方公共団体と協力した緩衝緑地帯等の整備促進による適正な土地利用、

街づくりを推進する。 

 

  ことを基本方針とする。 

 



Ⅱ．平成21年度予算配分総括表（公共事業費）

  ［事業費］ （単位：百万円）

配分対象額 倍 率

前年度(A) 21年度 (B/A)

本省配分 一括配分 計(B)

直 轄 220,188 221,994 0 221,994 1.008

補 助 22,603 16,135 0 16,135 0.714

242,791 238,129 0 238,129 0.981

－ － － － －

242,791 238,129 0 238,129 0.981

１． 　直轄事業には、東京国際空港（再拡張・機能向上）及び成田、関空等の国直轄事業を含む。

２． 　空港整備事業は上記の他に航空路整備事業(30,321百万円)、各調査費(591百万円)、航空機騒音

対策事業資金貸付金(2,074百万円)があるが、地域配分を行わないため上表からは除いている。

区    分

空 港 整 備 事 業

保留額

計

小　　計
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Ⅲ.事業別概要

１．大都市圏拠点空港の整備

（１）東京国際空港(羽田)の再拡張

（２）東京国際空港(羽田)の機能向上

　平成２１年度においては、新設滑走路・連絡誘導路の整備、航空保安施設
の整備等関連事業を実施します。

　平成２１年度においては、誘導路・エプロンの新設、航空保安施設の整備、
空港アクセスの改善等を実施します。

新海

直轄 ： 事業費 　１，２７９億円

直轄 ： 事業費 　 ２２８億円

誘導路新設
(連絡 T/W)

国内線ターミナル地区

旧整備地区

（整備中）

新整備地区

国際線ターミナル地区

平成２１年度　主要整備事項

エプロン新設

誘導路新設

際内トンネル改良

誘導路新設

誘導路新設

誘導路新設

構内道路改良

誘導路新設

エプロン新設

※写真/CG提供：羽田再拡張D滑走路建設工事共同企業体、東京空港整備事務所

【埋立部①】

山砂運搬経路

新滑走路全景航空写真（平成21年2月6日現在）

桟橋部 埋立部

連絡誘導路部

新滑走路全景パース図
（完成時）

【桟橋部】

杭打設 杭打設（施工後） ジャケット据付

護岸工

新管制塔整備

地盤改良工（完了）

SCP船

サンドコンパクション
パイル(SCP)改良

ジャケット製作状況（参考）

山砂の運搬船への積出し

【埋立部②】

ジャケット諸元（桟橋部）

・標準寸法 幅63m×長さ45m×高さ35m

・最大重量 約1,600トン

羽田空港再拡張事業の整備概要

国
際

線
ター

ミナ
ル

地
区

東京国際空港 袖ヶ浦港

木更津港

海上輸送
・ 木更津港～東京国際空港

（海上輸送 約28km）

・ 袖ヶ浦港～東京国際空港

（海上輸送 約20km）

陸上輸送距離

（10～40km）

山砂採取場

東京国際空港 袖ヶ浦港

木更津港

海上輸送
・ 木更津港～東京国際空港

（海上輸送 約28km）

・ 袖ヶ浦港～東京国際空港

（海上輸送 約20km）

陸上輸送距離

（10～40km）

山砂採取場

※写真/CG提供：羽田再拡張D滑走路建設工事共同企業体、東京空港整備事務所

【埋立部①】

山砂運搬経路

新滑走路全景航空写真（平成21年2月6日現在）

桟橋部 埋立部

連絡誘導路部

新滑走路全景パース図
（完成時）

【桟橋部】

杭打設 杭打設（施工後） ジャケット据付

護岸工

新管制塔整備

地盤改良工（完了）

SCP船

サンドコンパクション
パイル(SCP)改良

ジャケット製作状況（参考）

山砂の運搬船への積出し

【埋立部②】

ジャケット諸元（桟橋部）

・標準寸法 幅63m×長さ45m×高さ35m

・最大重量 約1,600トン

羽田空港再拡張事業の整備概要

国
際

線
ター

ミナ
ル

地
区

東京国際空港 袖ヶ浦港

木更津港

海上輸送
・ 木更津港～東京国際空港

（海上輸送 約28km）

・ 袖ヶ浦港～東京国際空港

（海上輸送 約20km）

陸上輸送距離

（10～40km）

山砂採取場

東京国際空港 袖ヶ浦港

木更津港

海上輸送
・ 木更津港～東京国際空港

（海上輸送 約28km）

・ 袖ヶ浦港～東京国際空港

（海上輸送 約20km）

陸上輸送距離

（10～40km）

山砂採取場
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（３）成田国際空港の整備（航空保安施設の整備等）

   　北伸による平行滑走路の２，５００ｍ化に対応するための管制設備等の整

   備のほか、運航の安全確保のための無線施設の整備等を実施します。

（４）関西国際空港・中部国際空港の整備

   　関西国際空港については、フル活用に向けた今後の整備の進め方を確立す

   るための調査検討、航空保安施設の更新等を実施します。

   　中部国際空港については、国際競争力強化の観点からの需要の拡大等に向

   けた調査検討、航空保安施設の更新等を実施します。

参考（関空会社事業）

   　関空会社の安定的な経営基盤の確立に向けた補給金(９０億円)の交付を行

   うとともに、関西国際空港二期事業については、限定供用にかかる用地造成

   事業のうち、未完成の護岸嵩上げ工事等を行います(事業費約３５億円(国費
   約２３億円［措置済み］））

ターミナルデータディスプレイユニット整備

平行路延長２５００ｍ化（第2ＡＳＤＥ新設、ＡＲＴＳ性能向上、空港気象施設移設）

気象レーダー局舎耐震化

マルチラテレーション整備等

第１空港監視レーダー（ＡＳＲ）更新

旅客ターミナルビル改修
（IDカード設備更新・自動化ゲート設置）

対空通信・無線設備性能向上（無線電話装置更新・新設）

滑走路(3,500ｍ：平成17年２月17日開港)

空港島

貨物地区

旅客地区

【関西国際空港の現況】 【中部国際空港の現況】

Ａ滑走路（3,500m：平成６年９月４日供用）

二期空港島二期空港島

一期空港島一期空港島

Ｂ滑走路（4,000ｍ：平成19年８月２日供用）

直轄 ： 事業費　 ３０億円

直轄 ： 事業費　 ２０億円

平成２１年度整備箇所

4



２．一般空港等の整備

　航空ネットワークの充実や地域の振興を図るため、５空港において、継続中

の滑走路延長等の事業を着実に実施するとともに、既存空港において、空港の

機能を保持するために滑走路・誘導路等の基本施設、無線施設・航空灯火等の

航空保安施設などの更新・改良等を確実に実施します。

３．空港等機能高質化事業

　我が国全体の国際競争力や空港後背地域の地域競争力の強化、空港利用者の

利便増進を図るため、既存ストックを活用し、空港の就航率向上等による空港

の機能高質化を推進します。

美 保
2,000→2,500

神 戸 ※
2,500(新設)

百 里
2,700(新設)

徳 島
2,000→2,500

静 岡
2,500(新設)

新 石 垣
1,500→2,000

※神戸空港は、平成１８年２月１６日に開港し、

２１年度予算は用地取得に要する事業費の計上のみ。

既存空港の機能保持滑走路の延長等

［平成21年度供用見込］

基本施設の改良

【エプロン舗装の改良】

航空保安施設の更新・改良

【老朽化したILSの更新】

［平成21年度供用見込］

地域競争力強化促進

ＩＬＳの双方向化

国際競争力強化促進

国際旅客ターミナルの機能向上

進入灯火

グライドスロープ

ローカライザー

ターミナルＤＭＥ
進入灯火

グライドスロープ

ローカライザー

ターミナルＤＭＥ

空港のバリアフリー化

空港利便増進

ＣＩＱを含む国際旅客ターミナルの
機能向上により国際観光交流の
強化等が実現されます。

ILSを双方向に設置することにより

気象条件に影響されない安定的な
就航等が実現されます。

横断歩道ルーフ等の整備により
空港利用者の安全性・快適性の
向上等が実現されます。

直轄及び補助 ： 事業費　 ４２８億円

直轄及び補助 ： 事業費　 １８０億円
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４．航空における安全・安心の確保

　航空における安全・安心の確保のため、空港の耐震対策を計画的に実施し、

地震災害時における空港機能の確保を図ります。また、ヒューマンエラーを

予防するため、滑走路占有状態等を管制官やパイロットへ視覚的に表示・伝

達するシステムの整備を推進するなど、安心して利用できる航空輸送を実現

します。

耐震対策

航空機との通信や夜間等に必要
な航空保安施設の機能を確保

航空管制機能の停止を防ぐと
ともに空港の管理機能を確保

管制塔等の倒壊防止

航空機の離着陸に必要な基本施設等の機能を確保

基本施設の陥没等を防止
トンネルの崩壊防

車両や航空機に影響

地下構造物等の崩壊を防止

基本施設
（滑走路・誘導路等）

進入灯

管制塔庁舎

ILS装置

空港監視レーダー

耐震化実施箇所例 無線・照明施設の転倒防止

〟

３
４ Ｒ

DEP1001
B763 SNE7

34R

３
４ Ｒ

DEP1001
B763 SNE7

34R

３
４ Ｒ

DEP1001
B763 SNE7

34R

３
４ Ｒ

DEP1001
B763 SNE7

34R

〟〝

【滑走路占有監視支援機能】 【滑走路状態表示灯】

前方に滑走
路横断機が
あり、離陸で
きない状態で
あることを灯
火点灯により
パイロットへ
伝達

【可変表示型誘導案内灯】

設置例

STOP

表示例

　<点灯>

　<消灯>

滑走路上に離着陸中の航空
機があり、滑走路へ進入でき
ない状態であることを灯火点
灯により、パイロットへ伝達

直轄及び補助 ： 事業費　 １１９億円

着陸機接近中に、航空機が
滑走路に侵入した場合に、管
制官へ注意喚起

滑走路誤進入対策
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５．空港周辺整備の促進

　空港と周辺地域との調和ある発展を図るため、学校、住宅等の防音工事、移

転補償等を推進するとともに、地方公共団体と協力して緩衝緑地帯等の整備、

周辺環境基盤の整備を促進し、適正な土地利用、街づくりを目指すための対策

を行います。

            

空港における周辺環境対策

【第２種区域】
　（Ｗ値９０以上）
 ○民家の移転補償

 70W 　　75W　 90W　95W

【第３種区域】
　（Ｗ値９５以上）
 ○緩衝緑地帯整備事業

【第１種区域】
　（Ｗ値７５以上）
 ○民家の防音工事の助成

【概ねＷ値７０以上の区域】
　○学校､病院等の防音工事の助成
　○共同利用施設整備の助成

空港周辺の環境対策

直轄及び補助 ： 事業費　 ９７億円
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（事業費）

Ⅳ．都道府県別等配分額

〔直轄事業〕 （単位：百万円）
空港整備事業

本省配分 一括配分 計 対前年度倍率

国管理空港 東京国際空港ほか(環境分含む) 11

会社管理空港 成田国際空港 1

特定地方管理空港 秋田空港ほか 4

地方管理空港 花巻空港ほか 13

共用飛行場 三沢飛行場ほか 3

その他の空港 東京ヘリポート 1

国管理空港 大阪国際空港ほか(環境分含む) 20

会社管理空港 関西国際空港、中部国際空港 2

特定地方管理空港 山口宇部空港 1

地方管理空港 富山空港ほか 21

共用飛行場 小松飛行場ほか 3

その他の空港 八尾空港ほか 2

合    計 221,994 0 221,994 1.008 82

〔補助事業〕 （単位：百万円）
空港整備事業

本省配分 一括配分 計 対前年度倍率

北 海 道 1,264 0 1,264 1.391 6

東　　北 116 0 116 0.291 4
青森 0 0 0 －
秋田 21 0 21 0.186 秋田空港 1
岩手 4 0 4 0.032 花巻空港 1
山形 0 0 0 －
宮城 1 0 1 0.333 仙台空港（環境分） 1
福島 90 0 90 0.570 福島空港 1

関　　東 331 0 331 0.673 2
茨城 0 0 0 －
栃木 0 0 0 －
群馬 0 0 0 －
埼玉 0 0 0 －
千葉 0 0 0 －
東京 122 0 122 0.248 1

神奈川 0 0 0 －
山梨 0 0 0 －
長野 209 0 209 皆増 松本空港 1

北　　陸 74 0 74 1.510 3
新潟 48 0 48 0.980 新潟空港（環境分） 1
富山 23 0 23 皆増 富山空港 1
石川 3 0 3 皆増 能登空港 1

中　　部 97 0 97 0.093 1
岐阜 0 0 0 －
静岡 0 0 0 皆減
愛知 97 0 97 皆増 名古屋飛行場 1
三重 0 0 0 －

近　　畿 7,401 0 7,401 0.725 3
福井 0 0 0 －
滋賀 0 0 0 －
京都 0 0 0 －
大阪 1,777 0 1,777 0.932 大阪国際空港（環境分） 1
兵庫 5,624 0 5,624 0.678 神戸空港、大阪国際空港（環境分） 2
奈良 0 0 0 －

和歌山 0 0 0 －

備考（空港等名）

備考（空港等名）

箇所数

箇所数

旭川空港、帯広空港、中標津空港、紋別空港、
女満別空港、函館空港（環境分）

東京国際空港（環境分）

東 京 航 空 局
（ 管 内 ）

175,751 0 175,751

大 阪 航 空 局
（ 管 内 ）

46,243 0 46,243

区    分

区    分

0.969

1.190
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（事業費）

〔補助事業〕 （単位：百万円）
空港整備事業

本省配分 一括配分 計 対前年度倍率

中　　国 964 0 964 0.488 3
鳥取 0 0 0 皆減
島根 34 0 34 0.185 出雲空港 1
岡山 528 0 528 0.940 岡山空港 1
広島 0 0 0 －
山口 402 0 402 0.377 山口宇部空港 1

四　　国 48 0 48 1.500 2
徳島 0 0 0 －
愛媛 31 0 31 1.722 松山空港（環境分） 1
香川 0 0 0 －
高知 17 0 17 1.214 高知空港（環境分） 1

九　　州 1,287 0 1,287 1.040 8
福岡 818 0 818 0.999 福岡空港（環境分） 1
佐賀 5 0 5 皆増 佐賀空港 1
長崎 0 0 0 －
熊本 0 0 0 －
大分 2 0 2 1.000 大分空港（環境分） 1
宮崎 46 0 46 1.122 宮崎空港（環境分） 1

鹿児島 416 0 416 1.106 4

沖　　縄 4,553 0 4,553 0.728 3
合    計 16,135 0 16,135 0.714 35

備考（空港等名） 箇所数

宮古空港、新石垣空港、那覇空港（環境分）

奄美空港、喜界空港、徳之島空港、
鹿児島空港（環境）

区    分
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（参　　考）

平成２１年度　一般空港別事業費

（単位：百万円)

平成２０年度当初 平成２１年度

区　　　　分 主 　　要 　　内　　　容

（内地）

仙 台 1,596 1,421 耐震対策、グリーン庁舎、無線施設整備等

新 潟 851 934 耐震対策、グリーン庁舎、照明施設整備等

大 阪 国 際 2,237 2,501 滑走路改良、耐震対策、無線施設整備等

八 尾 70 146 無線施設整備等

広 島 2,634 1,233 耐震対策、グリーン庁舎、無線施設整備等

高 松 709 538 誘導路改良、耐震対策、無線施設整備等

松 山 757 796 滑走路改良、誘導路改良、無線施設整備等

高 知 266 1,502 エプロン改良、グリーン庁舎

福 岡 5,938 8,470 誘導路改良、エプロン改良、耐震対策等

北 九 州 1,205 543 用地造成、無線施設整備等

長 崎 401 804 用地造成、誘導路改良等

熊 本 1,435 833 滑走路改良、無線施設整備等

大 分 372 386 無線施設整備等

宮 崎 1,004 695 護岸整備、無線施設整備等

鹿 児 島 1,720 4,296 滑走路改良、エプロン改良、耐震対策等

秋 田 446 276 無線施設、照明施設整備

山 形 96 47 無線施設整備

山 口 宇 部 1,088 624 護岸整備、無線施設整備等

花 巻 210 934 無線施設、照明施設整備

大 館 能 代 88 211 無線施設整備

庄 内 270 14 無線施設整備

福 島 431 118 無線施設、照明施設整備等

富 山 59 64 無線施設、照明施設整備

能 登 9 12 無線施設、照明施設整備

福 井 － 9 無線施設整備

松 本 181 536 無線施設、照明施設整備

※ 神 戸 7,525 5,278 新空港（滑走路2,500m）に係る用地取得等

南 紀 白 浜 8 177 無線施設整備

鳥 取 44 230 無線施設整備

出 雲 482 250 無線施設、照明施設整備

石 見 387 10 無線施設整備

岡 山 592 567 誘導路改良、エプロン新設、無線施設整備等

佐 賀 32 5 照明施設整備

地 方 管 理 空 港

事業費

国 管 理 空 港

事業費

特定地方管理空港
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（単位：百万円)
平成２０年度当初 平成２１年度

区　　　　分 主　　　要　　　内　　　容

※ 百 里 5,104 3,897
共用飛行場化（滑走路2,700m）に係る用地造成、滑
走路改良、照明施設整備等

小 松 744 487 誘導路改良、バリアフリー化等

※ 美 保 1,911 2,619
滑走路延長（2,000m→2,500m）に係る用地造成、滑
走路新設、照明施設整備等

※ 徳 島 2,694 3,107
滑走路延長（2,000m→2,500m）に係る滑走路改良、
誘導路新設、照明施設整備等

三 沢 69 30 バリアフリー化、照明施設整備

（北海道）

新 千 歳 4,913 5,545
ＣＩＱを含む国際旅客ターミナルの機能向上、物流
機能高質化、ＩＬＳ双方向化・高カテゴリー化、耐
震対策等

稚 内 2,130 671 就航率向上のための滑走路改良等

釧 路 757 624 滑走路改良、無線施設整備等

函 館 1,056 1,149 誘導路改良、エプロン改良等

旭 川 156 370 用地造成、無線施設整備等

帯 広 298 244 無線施設、照明施設整備

礼 文 － 16 無線施設撤去

中 標 津 581 33 無線施設、照明施設整備

紋 別 64 130 ターニングパッド新設等

女 満 別 442 1,169 滑走路改良、無線施設整備等

札 幌 156 31 照明施設整備等

（離島）

佐 渡 － 19 無線施設整備

大 島 73 16 無線施設整備

神 津 島 416 30 無線施設整備

三 宅 島 185 223 無線施設整備等

八 丈 島 212 221 無線施設整備等

対 馬 224 20 無線施設整備

福 江 148 35 無線施設整備

壱 岐 11 65 無線施設整備

屋 久 島 59 63 無線施設整備

（奄美）

奄 美 151 136 バリアフリー化、無線施設整備

喜 界 － 100 バリアフリー化

徳 之 島 342 380 バリアフリー化、無線施設整備等

共 用 空 港

共 用 空 港

国 管 理 空 港

特定地方管理空港

地 方 管 理 空 港

事業費事業費

地 方 管 理 空 港

地 方 管 理 空 港
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（単位：百万円)
平成２０年度当初 平成２１年度

区　　　　分 主　　　要　　　内　　　容

沖 永 良 部 67 63 無線施設整備

与 論 150 63 無線施設整備

（沖縄）

那 覇 3,390 4,505
国際貨物取扱機能の強化拡充、耐震対策、無線施設
整備等

久 米 島 3 71 気象施設整備

宮 古 34 519 無線施設、照明施設整備

下 地 島 232 930 無線施設整備

※ 新 石 垣 6,048 4,435
滑走路延長(1,500m→2,000m）に係る用地造成、照明
施設整備等

名 古 屋 － 710 無線施設、照明施設整備

東 京 ヘ リ 1 6 無線施設整備等

注．１．国会において予算関連法案が審議中であること等から、本表は暫定版であり、配分額については、

　　今後、変更があり得る。

２．※印は滑走路の延長空港等

地 方 管 理 空 港

その他の空港等

国 管 理 空 港

事業費 事業費
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